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令和３年６月３０日北海道開発局インフラDX･i-Constructionセミナー

北海道開発局ホームページへはこちらから北海道開発局



北海道開発局事業振興部機械課

1. デジタル・トランスフォメーション（ＤＸ）とは？

2. 国土交通省が取り組むインフラ分野のDX（デジタル・トランスフォ
メーション）について

3. 北海道開発局のインフラＤＸについて

本 日 の メ ニ ュ ー
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1. デジタル・トランスフォメーション
（ＤＸ）とは？



北海道開発局事業振興部機械課ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ（DX）とは？
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デジタル・トランスフォーメーション（Digital Transformation：DX）とは？

ウメオ大学（スウェーデン）のエリック・ストルターマン教授が2004年に提唱し
た概念。

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、
顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するととも
に、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位
性を確立すること。（経済産業省「DX推進ガイドライン」より）

（出典）令和元年度 総務省 情報通信白書

従来の情報化／ICT利活用とデジタル・トランスフォーメーションの違い

→「ICTの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること」

（H30.12月）
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ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ（DX）とは？

既存の業務プロセスを効
率化、生産性向上を目指
す手段、方法

デジタル技術の活用によっ
て製品、サービス、プロセ
ス、文化、風土の変革を目
指す(目的)

ICTはDXの手段・ツールである DXはICTの目的である

ICTによる変化は「量的変化」 DXによる変化は「質的変化」

I C T D X
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2. 国土交通省が取り組むインフラ分野のDX
（デジタル・トランスフォメーション）について



北海道開発局事業振興部機械課国土交通省インフラ分野のDX推進本部の設置
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令和2年7月29日に第1回本部、令和2年10月19日に第２回本部、令和3年1月29日に第３回本部を開催

○設置趣旨
社会経済状況の激しい変化に対応し、インフラ分野においてもデータとデジタル技術を活用して、国民のニーズを基に社会資本や公共サー
ビスを変革すると共に、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や国土交通省の文化・風土や働き方を変革し、インフラへの国民理解を促
進すると共に、安全・安心で豊かな生活を実現すべく、省横断的に取組みを推進するインフラ分野のDX推進本部を設置

○メンバー
（本部長） 技監
（副本部長） 技術総括審議官、技術審議官、大臣官房審議官（建設流通政策）
（本部員） 官房技術調査課長

官房公共事業調査室長
官庁営繕部整備課長
総合政策局公共事業企画調整課長
総合政策局情報政策課長
不動産・建設経済局建設業課長
不動産・建設経済局情報活用推進課長
都市局都市計画課長
水管理・国土保全局河川計画課長
道路局企画課長
住宅局建築指導課長
鉄道局技術企画課長
港湾局技術企画課長
航空局空港技術課長
北海道局参事官
国総研社会資本マネジメント研究センター長
国総研港湾研究部長
国土地理院企画部長
土木研究所技術推進本部長
建築研究所建築生産研究グループ長
海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所港湾空港生産性向上技術センター長
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取組の背景 （出典）国土交通省 インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）施策一覧

インフラ分野のDX（デジタル・トランスフォーメーション）



北海道開発局事業振興部機械課
ロボット・AI等活用で人を支援し、現場の安全性や効率性を向上
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 ロボットやAI等により施工の自動化・自律化や人の作業の支援・代替を行い、危険作業や苦渋作業を減少
 AI等を活用し経験が浅くても現場で活躍できる環境の構築や、熟練技能の効率的な伝承を実現

安全で快適な労働環境を実現 AI等を活用し暮らしの安全を確保

熟練技能のデジタル化で効率的に技能を習得

• AIにより点検画像
から変状を自動検
出し、点検員の
「判断」を支援

• センサーにより熟練技能を見
える化し、効率的な人材育成
手法を構築

出典：芝浦工業大学 蟹澤研究室研究より

• カメラ画像を活用した
ＡＩによる交通障害の
自動検知

シミュレータを活用した自律運転の研究開発

VR遠隔操作

＜研究開発＞
• 産学官共同の建設基盤を整備し、無人化施工、
自律施工に向けた研究開発を推進

• 身体負荷の軽減や視覚・判断の補助を行
うパワーアシストスーツ等を導入し、苦渋
作業を減少

パワーアシストスーツを活用したガレキ撤去の例

無人化・自律施工による安全性・生産性の向上

パワーアシストスーツ等による苦渋作業減少
人材育成にモーションセン

サー等を活用

AI等による点検員の「判断」支援

CCTVカメラ画像を用いた交通障害自動検知

＜鉄道分野＞
• 運転免許を持たない乗務員による列車
運行や乗務員なしでの列車運行を実現

乗務員の添乗による自動運転

＜空港分野＞
• 自車位置測定装置等による空港
除雪作業の省力化を実現

ＧＰＳ



北海道開発局事業振興部機械課
デジタルデータを活用し仕事のプロセスや働き方を変革

 調査・監督検査業務における非接触・リモートの働き方を推進し、仕事のプロセスを変革
 デジタルデータ活用や機械の自動化で日常管理や点検の効率化・高度化を実現

•画像解析や
３次元測量
等を活用し、
出来形管理
の効率化を
実現

＜河川分野＞

•点群データから、樹木繁茂量
や樹高の変化、土砂堆積・侵
食量等を定量的に把握

＜空港分野＞

•滑走路等の舗装点
検において、画像解
析によりひび割れの
自動検出等を実現

＜河川分野、空港分野＞

•堤防除草作業並びに出
来高計測を自動化する
技術を開発

•予め登録したルートに従
い、着陸帯の草刈りを自
動化

調査業務の変革

監督検査の省人化・非接触化

点検の効率化

監督検査業務の変革

＜下水道分野＞

• 遠隔監視制御によ
る複数施設の共同
管理

日々の管理の効率化

＜道路分野＞

• パトロール車両に搭載した
カメラからリアルタイム映像
をAI技術により処理し、舗
装の損傷判断を効率化

点検・管理業務の効率化

衛星を活用した被災状況把握

• ドローン等によ
る港湾施設の被
災状況の把握

•衛星画像等を用
いた変位推定・
計測

ドローン

人工衛星

＜港湾分野＞
• ドローンや水中
音響測深機によ
る３次元測量を
行い、監督・検査
をリモート化

ドローン

音響測深

＜鉄道分野＞

• レーザーを活用した、トンネル等の変
状検出や異常箇所の早期発見等を可
能とするシステムの開発による、鉄道
施設の保守点検の効率化・省力化

※道路用のデータ計測車両を
鉄道台車に搭載し、けん引

レーザースキャナー

変状の検出例

＜遠隔臨場＞

•映像解析等により遠隔
で出来高を確認

発注者監督員

ウェアラブルディバイス等
（映像・音声）

受注者管理職員

ステレオカメラ

エリアマーカー

受注者１名 執務室

調査業務の変革

＜道路分野、空港分野＞

•衛星による走行位置の
確認やガイダンスシス
テムによる投雪装置の
自動化等により除雪作
業の効率化・省力化を
実現

オペレータ
による車両
運転
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北海道開発局事業振興部機械課
ＤＸを支えるデータ活用環境の実現
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 スマートシティ等と連携し、デジタルデータを活用し社会課題の解決策を具体化
 ＤＸの取組の基盤となる３次元データ活用環境を整備

3次元データ活用環境の整備

＜土木施設＞

• 小規模を除く全ての
公共工事における
BIM/CIM※原則適用
に向け段階的に適用
拡大

＜公共建築＞

• 官庁営繕事業における3
次元モデル活用や、設
計・施工間のデータ引渡
しルールの整備

まちづくりのデジタル基盤
（都市部局が保有するデー
タの連携・オープン化）

×
健康福祉

環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ

公衆衛生

交通

行政 住民 企業エリマネ団体

多様な主体による利活用

多
種
多
様
な
デ
ー
タ

全体最適・市民参画・機動的なまちづくり

• 全国約50都市に
て3D都市モデル
を構築し、シミュ
レーション等
ユースケースを
開発

＜国家座標＞

• 調査・測量、設計、
施工、維持管理
の各施策の位置
情報の共通ルー
ル「国家座標」基
盤の構築 座標が一致することにより

ICT施工等に貢献

＜3次元データの保管・活用＞

• 工事・業務で得られる3次元
データや点群データ等を保
管し、自由に閲覧が出来、
データの加工が出来るデー
タセンターを開発

※BIM/CIM：Building/Construction Information Modeling, Management

データ活用の基盤整備

3次元データ等を保管・活用環境の整備

社会課題の解決策の具体化

＜通信環境構築＞

• 本省・国総研、各
地整間の高速
（100Gbps）ネット
ワーク環境を構築

可視化による
干渉チェック作業の効率化

周辺環境を含めた施工計画の作成

現在：100Mbps

今後：100Gbps 

インフラ・建築物の3次元データ化

＜港湾分野＞

• データの標準化やク
ラウドの活用により、
BIM/CIM活用を推進

岸壁 係船柱

＜人流データ＞

• 人流データを計測・活用
し、客観的な情報にもと
づく施策等を展開

ICカード等で
人の流量を検知

センサー・カメラで
人の流量を検知

ICカード等で
人の流量を検知

携帯端末・基地局情報
から人の流量を把握

＜データ連携基盤＞

• 国土、経済、自然現象等に関
するデータを連携した統合的
なプラットフォームの構築

国土交通データプラットフォーム地図・地形
データ

気象データ

交通（人流）
データ 防災データ

エネルギー
データ

施設・構造
物データ

デジタルデータを用いた社会課題の解決



北海道開発局事業振興部機械課監督・段階検査の非接触・リモート化（令和２年度遠隔臨場の試行）

○R2.3.2付け、遠隔臨場の試行要領（案）、監督・検査試行要領（案）を策定

○遠隔臨場を取り組みやすく、また効果的に実施するため、R2.5.7付け、“令和2年度の試行方針”を発出。

○R2試行方針においては、上記に加え、新型コロナウイルス感染拡大防止対策として実施する場合の費用の考え方を記載

概要

施工状況の確認

映像データを
リアルタイム
に配信・記録

空いた時間は、
自治体との調整
に当てよう！！

机上にて、承認・確認等の監督業務が可能に！！

必要に応じて確認
又は対応を指示

※記録データは、工事
完了時提出。途中、
監督職員から請求が
あった場合は提示。

監督職員等

指定材料の確認 寸法確認（段階確認）

確認・やり取り

音声通話

固定カメラ
ウェアラブル
カメラ

音声通話

机上にて、確認等の監督業務が可能に！！

実施状況

監督員の確認状況

現地の測定状況をモニターに映す
12



北海道開発局事業振興部機械課国土交通省 インフラＤＸルームについて
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AR・VR機材を活用し３Dデータの確認や民間先端技術を体感

デジタルツールを活用した非接触・リモート方式の技術支援

遠隔による技術支援（試行）の様子

• 現地状況をリアルタイムで把握
• CIMモデルを活用した災害復旧
工法の検討

• 施設等管理者に対し、効率的か
つ迅速な技術支援を実施

• ２次災害防止

崩落前の３次元点群データ

崩落後の３次元点群データ

○ 国総研や地整等が行う遠隔施工等について、運転席か
ら見える風景を体験可能

○ 将来的には現場や国総研実験フィールドの実機を、本
省からリモコン等で操作することも可能

国土交通省 ３号１１Ｆ インフラＤＸルーム

危機管理への活用

現場

本省インフラDXルーム

土工フィールド

橋梁
模型

配筋
模型

地下埋設物
模型

出来形検査
模型

５Ｇ
アンテナ

５Ｇ
アンテナ

建設DX実験フィールド

4Kカメラ
(キャビン外) 5Gルータ

(キャビン内)

■国総研調達機械
・油圧ショベル 20t級
・油圧ショベル（急斜面半水中対応）
■土木研究所保有機械
・油圧ショベル 14t級
・油圧ショベル 5t級
・クローラダンプ

５Ｇ搭載建機イメージ

技術開発への活用



北海道開発局事業振興部機械課
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3. 北海道開発局のインフラＤＸについて



北海道開発局事業振興部機械課
北海道開発局 インフラDX・i-Constructionアクションプラン
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インフラDXの推進(R3 インフラDX・i-Constructionアクションプラン 抜粋)

①人材育成推進のための環境（設備等）を整備
②3Dデータを活用した研修・講習会の実施（職員、地方公共団体、業界団体）
③ICT技術を活用した建設現場の遠隔臨場等による非接触・リモートの取組を推進
④デジタルデータを活用した北海道特有の課題に対応した技術開発・活用促進
除雪作業の省力化技術（i-Snow）、堤防除草の効率化技術（SMART-Grass）などについて寒地土研・有識者
民間企業との共同研究

SMART-Grass
～Self-Moving And Remote-sensing Technique for 
Grass-cutting～
除草自動化検討ワーキングのキャッチフレーズ

『国土交通省インフラ分野のDX推進本部』が
設置されたことを踏まえ、従来の『北海道開
発局 i-Construction 推進本部』を『北海道
開発局インフラ DX･i-Construction推進本
部』と名称を改め、R3年4月に新体制を始動。



北海道開発局事業振興部機械課ICTを活用した堤防除草の生産性向上 ～ SMART-Grass ～

自動運転の実現による河川堤防除草作業の省力化・効率化

Before

○ 勾配の緩やかな堤防が多い北海道特有の環境を活かし、大型機械による堤防除草の自動化を推進。
○ これまで、自動走行農機の試験走行と、除草自動化に向けた要素技術調査・概略検討を実施。

今後、試験機の改造と基準類の検討等を行い、堤防除草作業及び建設現場における生産性向上を図る。

概要

After

ハンドガイド 現在行われてる堤防除草

遠隔式大型除草機

・出水期前の限られた時期に広範囲の堤
防法面を除草するための人員の確保が必
要
・除草の出来高資料作成（刈り高の確認
と面積計測）に労力と時間がかかる

ICTを活用した堤防除草の自動化のイメージ

目指す姿

・自動運転の実現による除草作業の省力化
・自動出来高計測による作業の効率化

1台につき1人以上を要する運用、出来高を別途計測 自動運転により１人で複数台を運用、出来高を自動計測

■ロードマップ

16



北海道開発局事業振興部機械課

①自動化目標レベル設定

■寒地土木研究所との連携（R3～）
自動化に必要な要素である周辺探知技術や障害物検知技術などは
寒地土木研究所が実施する研究開発と連携を図り、実用化を目指す。

Wifi

■令和２年度 検討成果概要（概略検討） ■令和３年度 検討内容（詳細検討）

②自動化システム概略設計（GNSS測位技術をベースに運転制御技
術や周辺探知技術等を組み合わせたシステムを構築する）

③出来高計測技術概略設計（草刈機の走行軌跡から出来高計測
（面積）帳票出力可能なシステムを構築する）

周辺探知・障害物検知技術検知エリアイメージ

ICTを活用した堤防除草の生産性向上 ～ SMART-Grass ～

１名で複数台の草刈機を運用

①検討フロー当面の開発目標はレベル２

【レベル２】

【ﾚﾍﾞﾙ0（現状）】 【レベル１】

【レベル３】

ﾗｼﾞｺﾝ手動運転 ﾀﾌﾞﾚｯﾄ自動運転

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ自動運転
遠隔監視 自動運転

②自動化技術ｲﾒｰｼﾞ ③周辺探知・障害物検知技術イメージ
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北海道開発局事業振興部機械課

•第８期北海道総合開発計画(平成２８年３月２９日閣議決定)がスタート
•積雪寒冷地特有の地域課題の解決、地域発のイノベーションに向けて、
北海道におけるi-Constructionの取組として、除雪現場の省力化に向け、
産学官⺠が幅広く連携して取り組むプラットフォーム【 】形成

•インフラＤＸ【行動のデジタル化】の施策『除雪現場の生産性・安全
性向上「i-snow」』として登録

【持続可能な道路除雪に向けた取組～ ～】

機械・機器関係及び
除雪関係 企業・団体

除雪現場の省力化による生産性・安全性の向上に関する取組

プラットフォーム

•除雪機械の技術動向
•自動車全般の技術動向
•除雪現場へ応用できる機器の技術動向
•除雪現場の実態、課題

有識者、研究機関

•最新技術及び有効技術動
向、評価

•学問・研究としての除雪

道路管理者

•地域、気象、道路構造等に
応じた道路管理方法

•最新技術動向を踏まえた除
雪現場の省力化への取組

地域住民等

技術協力、
技術開発

産 学 民官

技術指導、
評価

現場ニーズ、
フィールド提供

現場ニーズ、
実証実験協力 ユーザーニーズ、

ボランティア

•地域特性
•ピンポイント・リア
ルタイム情報

i-Sｎow

i-Sｎow

◆一般道における実証実験

卓越した熟練技術 最新技術によりフォロー

～令和２年度の取組み～

▼実証実験概要

除雪現場の省力化による生産性･安全性の向上に関する取組 i-Sｎow
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北海道開発局事業振興部機械課
除雪現場の省力化による生産性･安全性の向上に関する取組 i-Sｎow

【令和2年1月29日 第３回国土交通省インフラ分野のDX推進本部資料より】
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北海道開発局事業振興部機械課R2年度 実証実験
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北海道開発局事業振興部機械課お知らせ
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各種情報が掲載されていますのでご興
味のある方はご覧下さい。
i-ConstructionのページにはICT工種
の最新情報も掲載しています。

ICT活用工事で疑問点あれば遠慮無くご質問ください。

https://www.hkd.mlit.go.jp/

国土交通省 北海道開発局


